
（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
-

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

81% 89% 91%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

27年度

％

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

31年度要求

予算
の状
況

308

情報収集活動等を通じた国
際テロ等の未然防止

実施方法

情報収集・分析機能の強化等 担当部局庁 警備局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 警備企画課
警備企画課長
渡邊　国佳

事業名

会計区分

30年度

▲ 26

翌年度へ繰越し -

計

29年度28年度

　国際テロ等の未然防止等に向けて、我が国での協議の開催等を通じた外国治安情報機関との情報交換を推進するほか、各種公開情報の購入や情報収集活動
を支える装備資機材の整備・保守等を通じて情報収集・分析機能の強化等を図るものである。

-

347

- -

- 0

我が国における国際テロの
発生状況

-

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

242

- 0

補正予算

予備費等

不明
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　依然として厳しい国際テロ情勢や緊迫化する東アジア情勢等に鑑み、情報収集・分析機能の強化等を図り、テロ等の未然防止等各種対策に万全を期する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

-

282

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 件

平成３０年度行政事業レビューシート 警察庁

執行額

347 282 242 920 473

250 221

執行率（％） 81% 89% 91%

-

0

-

・「「世界一安全な日本」創造戦略」（平成25年12月10日閣議決
定）
・「邦人殺害テロ事件等を受けたテロ対策の強化について」（平
成27年５月29日国際組織犯罪等・国際テロ対策推進本部決
定）
・「パリにおける連続テロ事件等を受けたテロ対策の強化・加速
化等について」（平成27年12月４日国際組織犯罪等・国際テロ
対策推進本部決定）
・「2020年東京オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会を
見据えたテロ対策推進要綱」（平成29年12月11日国際組織犯
罪等・国際テロ対策推進本部決定）

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

100 100

0

0 0

0

100 -

0

-

0

920 473

関係する
計画、通知等

達成度

0

-

0

年度 年度-

宇宙開発利用、2020年東京オリパラ

30年度当初予算

323

503

1

その他

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

装備資機材の整備費による減

31年度要求

1

事業番号 0048

93

920 473

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

外部委託費

物品購入費

印刷製本費

455

17

0



国内外の関係機関との情報交
換等の連携状況（事例）

-

北朝鮮による拉致容疑事案、
大量破壊兵器関連物質等の不
正輸出事案等対日有害活動に
係る事案への取組状況

-

－

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

本事業で得た情報と既存の分析資料を総合的・多角的に分析し、対日有害活動、国際テロ等の未然防止や的確な対処のための取組を推進している。

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

30

国内外の機関との情報交換を始めとした関係機関との連携を強化
する。

施策の進捗状況（実績）

－

定性的指標 目標 目標年度 施策の進捗状況（目標）

30

北朝鮮による拉致容疑事案、大量破壊兵器関連物質等の不正輸出
事案等対日有害活動に対する取組を推進する。

施策の進捗状況（実績）

－

定性的指標 目標 目標年度 施策の進捗状況（目標）

５　国の公安の維持

３　対日有害活動、国際テロ等の未然防止及びこれら事案への的確な対処

政策

施策

測
定
指
標

30年度
活動見込

31年度
活動見込

- -

災害警備活動の実施状況（事
例）

定性的指標

8 9

政策 ５　国の公安の維持

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

災害への対処に係る関係機関との合同訓練の実施等により、対処能力の向上を図り、被害の最小化に向けた取組を推進している。

施策の進捗状況（目標）

30

災害の発生に際し、被害の最小化に向けた災害警備活動を推進す
る。

施策の進捗状況（実績）

－

目標 目標年度

災害への対処に係る関係機関との合同訓練の実施状況
実績値 回 9 - -

目標値 回 8 8 9 9 9

28年度 29年度定量的指標 単位 27年度

施策 ２　災害への的確な対処

測
定
指
標

中間目標 目標年度
-

1,6041,604 1,6041,693 1,634

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

計算式 　　執行額
　　/年額

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

28年度

221,318千
円／１

- - -

27年度 28年度 29年度

221,318

活動実績

29年度

千円

281,901千
円／１

情報収集・分析の実施回数

920,501千円／１

30年度活動見込

281,901 250,024

-

250,024千
円／１

1,375

目標値 件

28年度 29年度

単位

年間執行額／年度

単位当たり
コスト

1,668

1,556 1,574 1,424

目標値 人 1,814 1,713

- - -

主要警備対象勢力（注１）に係る犯罪の検挙件数
（注１）警備犯罪を行い、又は行うおそれのある主要な対
象

※実績値については年間実績であり、目標値について
は、過去5年の実績平均としている。

主要警備対象勢力に係る犯罪の検挙人員

※実績値については年間実績であり、目標値について
は、過去5年の実績平均としている。

実績値 人

1,668 1,668

年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　本事業により、外国治安情報機関との情報交換を推進するほか、各種公開情報の購入や情報収集活動を支える装備資機材の整備・保守等を通じて
情報収集・分析機能の強化を図り、テロの未然防止等の取組を推進している。

- -
定量的指標

1,525

年度

920,501

中間目標 目標年度

27年度

27年度

実績値 件 1,508

単位

目標年度
- 年度 - 年度

中間目標

施策 １　重大テロ事案を含む警備犯罪への的確な対処

政策 ５　国の公安の維持

定量的指標 単位 27年度 28年度 29年度

測
定
指
標

年度 - 年度



-

事業番号 事業名所管府省名

○

-

－

テロの未然防止等の各種対策に万全を期すことは、国が実施
すべき事業である。

○

評　価項　　目

厳しい国際テロ情勢に鑑み、テロ等の未然防止等の各種対
策に万全を期すことは、国民や社会のニーズを反映したもの
である。

目標最終年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標計画開始時
29年度 30年度

　毎年度、実績単価の反映及び仕様の見直しを図っており、今後も実施する。

　依然として厳しい国際テロ情勢等を踏まえると、外国治安情報機関との緊密な情報交換や情報収集・分析機能の強化等については、引き続き
取組を推進していく必要がある。

毎年度、実績単価の反映及び仕様の見直しを行っており、今
後も実施する。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

-

○

-

結果として１者応札になっていた契約もあるが、複数者が応
札できるような仕様を見直しや、更なる調達期間の確保等の
取組を実施している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

‐

国際テロ等の未然防止等各種対策に活用している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

－

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

有

年度

-

○

事業目的に即した執行を行っている。

単位

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

テロの未然防止に万全を期すことは、必要かつ優先度の高い
事業である。

競争性を確保し、コストを下げるよう努めている。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

－

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込に見合った活動実績となっている。

○

K
P
I

(

第
一
階
層

） -

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

点
検
・
改
善
結
果

毎年度、実績単価の反映及び仕様の見直しを行っており、今
後も実施する。

情報収集・分析機能の強化等を図り、国際テロの未然防止の
各種対策に資するものである。

-- 年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

－

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

- -

有

○

点検結果

警察特有の業務であり、国の公安の維持に資するものである
ことから、全額国費が妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

改革
項目

分野： - -

-

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

- -

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 － - - - - -

目標値 － - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

点検対象外

特になし。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

外部有識者の所見

備考

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

引き続き、適切かつ効率的な事業実施に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

警察庁 0049

25 平成25年度 63

平成26年度 57 平成27年度 50 平成28年度 50

平成22年度 当初6-6 平成23年度 38 平成24年度

平成29年度



※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

Ｂ．地方機関

警察庁
２２１百万円

国際協議や個別協議等の委託等の経
費を直接執行するほか、地方機関に予
算配賦

Ａ．民間会社（１５２者）
２１０百万円

物品の購入等

<物品購入費等>
【一般競争契約（最低価格）等】

九州管区警察局
３百万円

物品の購入、有料道路の通行

等

【予算配分】

Ｃ．民間会社（２４者）
３百万円

物品の購入、有料道路の通行等

<物品購入費等>
【随意契約（少額）】

地方機関（13機関）
８百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

（株）日立製作所

株式会社ケーソフト
エンタープライズ

日本電気（株）

セコム（株）

（株）データリソース

エヌ・アール・アイ・セ
キュアテクノロジーズ
（株）

横河ソリューション
サービス（株）

ニッスイマリン工業
（株）

日比谷クリニック

コーンズ・アンド・カン
パニー・リミテッド

- - －

予算配分 1 その他 - - －

近畿管区警察局

中国管区警察学校 8000012130001 予算配分 1

8000012130001 予算配分 1 その他 - - －

中部管区警察局

中国管区警察局 8000012130001 予算配分 1 その他 - - －

8000012130001

3

その他

金　額
(百万円）

A.日立製作所

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

物品の購入、有料道路の通行等

使　途

雑役務費

金　額
(百万円）

56

費　目 使　途

予算配分情報提供業務委託

費　目

B.九州管区警察局

消耗品費 物品の購入 0.4

金　額
(百万円）

C.（株）ベスト電器 D.

費　目 使　途 費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 56 計 3

5 1 -

1 -

4

9

1 -

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

-6

1

10

-2010001105522

7010401022916

6011001035920

入札者数
（応募者数）

落札率

1 -

法　人　番　号

8

7

5010401018478

8010401084443

2

3

7010001008844

計 0.4 計 0

2 -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-2012401013379

8290801002860

-

ウェブサイト・モニタリング及
び外国語翻訳

政府間端末の保守委託

入退室管理装置の整備

-

2

契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

2

32700150004793

2

-

近畿管区警察学校 8000012130001 予算配分 2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

九州管区警察局 8000012130001 予算配分 3 その他 - －

その他 - - －

関東管区警察学校 8000012130001 予算配分 2 その他 - - －

6

7

4

5

中部管区警察学校 8000012130001 予算配分 1 その他 - - －

10

8

9

九州管区警察学校 8000012130001 予算配分 1 その他 - - －

東北管区警察学校 8000012130001 予算配分 1 その他 - - －

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

3

2

5

14

10

18

1 -

-

56

1 -

随意契約
（その他）

3

随意契約
（公募）

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

-

4 -

1

-

-

-

随意契約
（その他）

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

サイバー攻撃・サイバー犯
罪に係る情報提供業務

海外サイト購読サービス

サイバー攻撃への対処能
力の強化に資する教養訓
練業務

大規模産業型制御システム
訓練委託

潜水技術訓練の受講

海外派遣職員への予防接
種

海運情報提供サービス



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）積文館書店 4290001020023 図書購入 0
随意契約
（少額）

- - －

川原建設（株） 9290801023699 設備修繕委託 0.1
随意契約
（少額）

- - －

ニッポンレンタカー九
州（株）

4350001001330 車両借上 0.1
随意契約
（少額）

- - －

東和ユニフォーム株
式会社

4290001017837 防寒衣購入 0
随意契約
（少額）

- - －

西日本高速道路株式
会社

3120001112341 高速道路通行料 0.1
随意契約
（少額）

- - －

九州電力（株） 4290001007004 光熱水料 0.1
随意契約
（少額）

- - －

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - －

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

－

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - － -

3

4

1

2

（株）ベスト電器 6290001017752 冷暖房機の購入 0.4
随意契約
（少額）

- - －

7

8

5

6

（株）フジモト　福岡店 9290801003255 リチウム乾電池購入 0.1
随意契約
（少額）

- - －

9

10

有限会社野村建設 9290002016817 建具修繕 0
随意契約
（少額）

- - －

株式会社　コジマ 3290001035468 デジタルカメラほか購入 0
随意契約
（少額）

- - －


